
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

    

経営戦略局 財政改革チーム 

担当：牛越 徹・関 昇一郎 

電話：026-235-7039（直通） 

    026-232-0111（内線 2053） 

FAX：026-235-7475 

E-mail：zaisei@pref.nagano.jp 

２月県議会定例会に提出する平成１７年度当初予算案につきまして､現在

知事査定を行っております。 

１月２６日に行った知事査定で､金額も含めて確定した事業は別紙のとおり

です。 

今後、知事査定結果を随時速報としてお知らせしますが､当初予算案全体

の概要は、２月８日（火）の部長会議で決定した上で、皆さんにお知らせする

予定です。 

長野県（経営戦略局）プレスリリース 平成 17 年（2005 年）1 月 27 日 

平成 17 年度当初予算の知事査定結果《速報》をお知らせします 



4313万3千円

・ 相談体制の充実　

消費生活センター相談員の増員

　

市町村相談員研修会の開催

生活文化課 ・ 消費者への普及啓発

  ＦＡＸ　026-234-6579

  Ｅ-mail　seibun@pref.nagano.jp [ 3255万4千円]

2618万8千円

・

環境自然保護課

  ＦＡＸ　026-235-7498 ・ 山小屋トイレし尿処理技術の実証試験の実施

  Ｅ-mail　kankyou@pref.nagano.jp [ 3600万5千円]

5000万円

生活文化課 ・ 期間 平成17年 8月16日（火）

  ＦＡＸ　026-234-6579 　　　　　　　～ 9月 8日（木）

  Ｅ-mail　seibun@pref.nagano.jp [ 5000万円] ・ 公演数 １５公演

事　業　名 予　算　額
[１６年度予算額]

事　　業　　内　　容

　長野県では､全国に先駆け、ヤミ金業者が設
けた金融機関の口座の閉鎖・凍結を､金融機関
の長に対して要請するなど、消費者被害防止に
積極的に取り組んできましたが､「振り込め詐
欺」など､最近多発する架空請求・ヤミ金融等
による消費者被害に対応するため､総合的な対
策を緊急に実施します。

山岳環境保全総合整備事業
費

　日本列島の背骨に位置し、数多の水源を擁す
る信州の美しい山岳環境の保全を図るため、県
独自の支援制度を導入しながら､着実に進めて
きました山小屋トイレの整備に引き続き支援し
ます。

　県民の皆様に世界最高水準の音楽芸術を提供
し､信州の音楽文化の向上と裾野の拡大に多大
な貢献をしてきました､日本を代表する国際的
音楽祭の一つである「サイトウ・キネン・フェ
スティバル松本」を平成17年度も開催しま
す。

2005サイトウ・キネン・フェス

ティバル松本開催事業費

消費者被害緊急防止対策事
業費

消費者被害防止のための情報提供､教育
の推進

トイレ整備に対する補助（小規模トイレは
県単事業で支援）　　３ヶ所

　　　　　　　　　　１１名→18名

拡
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事　業　名 予　算　額
[１６年度予算額]

事　　業　　内　　容

672万円

林政課

  ＦＡＸ　026-233-4032

  Ｅ-mail　rinsei@pref.nagano.jp [  0円]

415万円

森林保全課

  FAX　026-234-0330

  E-mail　shinrin@pref.nagano.jp [ 610万円]

6000万円

森林保全課

  FAX　026-234-0330

  E-mail　shinrin@pref.nagano.jp [ 6000万円]

防災行政無線設備更新事業費 3970万1千円

危機管理・消防防災課
  FAX　026-233-4332
  E-mail　bousai@pref.nagano.jp [ 3569万円]

　災害時の重要な通信手段である防災行政無線
が平成19年度に周波数帯の割当が変更になり
ます。これに備えて平成17年度に設備更新の
ための設計を行います。

GIS信州型森林地理情報シス
テム構築事業費

エコメディカル＆ヒーリングビ
レッジ事業費

　１月21日に全国に先駆けて日本経団連とと
もに東京にて発表した､森林が持つヒーリング
（癒し）効果を活用し､農業、観光、地域医療
等を有機的に結びつけ、都会の疲れたビジネス
マンなどの癒しの場として活用することで､都
市農山村交流を進め、山村地域の活性化を図り
ます

県営総合射撃場鉛回収総合
対策事業費

　県営総合射撃場内の鉛について､平成15年度
に実施した土壌調査の結果に基づき、鉛を含ん
だ土壌の回収を行うとともに､鉛を除去し､透水
性シートの敷設により､県民の健康を守りま
す。

　森林に関する情報を､地理情報システム
（GIS）を活用し電子データ化することで､許認
可等の事務処理の効率化を図ります。また､関
連情報を一元管理、蓄積、分析することで､社
会的共通基盤である森林資源のマネジメントや
森林組合、市町村、NPO等多様な県民ニーズ
に対応できるよう､情報インフラの整備を進め
ます。

　この他に統合型GISシステムを活用した事業
を関係部局が連携して計画しております。
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